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　日本は世界をリードする超高齢

社会です。

　「わが社では定年を70歳に延

長」「2025年，日本は65歳定年元

年」「わが社は60歳定年の後，給

料が下がる嘱託に切り替わる」

等々，高齢者雇用の様々なニュー

スに接します。

　法の枠組みを整理した上で，日

本の高齢者雇用の実態について考

えてみましょう。

高齢者雇用の複雑な法体系

　高年齢者雇用安定法第 8条は，

「事業主がその雇用する労働者の

定年の定めをする場合には，当該

定年は，60歳を下回ることがで

きない」と，60歳定年が義務化

されています。70歳定年も65歳

定年も義務化はされていません。

　その上で，同法は，原則として希

望する社員全員に65歳までの雇

用確保の措置を整えることを義務

付けています。もっともこの雇用

確保，今は一定の条件下では猶予

期間中で64歳までの雇用確保が

企業への義務です。この経過措置

も来年 3月には終了，2025年 4月

からはすべての企業に65歳まで

の雇用確保が義務付けられます。

これが「2025年は65歳定年元年」

という報道につながったのでしょ

う。並行して，2021年 4月から改

正高年齢者雇用安定法が施行され

70歳までの雇用確保措置の枠組

みが整理されました。この70歳，

今は努力義務に留まっています。

　これを踏まえれば，今は，現在

の65歳までの高齢者雇用の枠組

みを点検し，来るべく70歳雇用

に備えるべき時機といえます。

　今は64歳までとなっている猶

予措置は，2013年から始まりま

した。2013年から2016年までの

最初の 3年は61歳までの雇用措

置を義務付け，以後 3年刻みで，

62歳，63歳，64歳までと上限年

齢を引き上げ，2022年から2025

年は，64歳までの雇用確保措置

となっています。この猶予措置が

2025年 3月に終了。どの企業も，

①定年制を廃止　②65歳定年　

③60歳定年＋65歳までの継続雇

用　という 3つのうちのいずれか

を選択しなければなりません。

 高齢者雇用の現状

　日本の現状は，昨年12月22日

に厚生労働省発表の『令和 5年高

年齢者雇用状況等報告』によれば，

全企業の68.2％＝ 7割弱が60歳定

年＋65歳までの継続雇用型とな

ります。

　来年終了する猶予措置も企業の

15.4％が利用中。興味深いのは，

この猶予措置，従業員数300人未

満の中小企業では13.9％の利用実

績に対して，300人超の比較的大

手企業では 3割を超える利用とな

っている点。政府が進めようとし

ている高齢者活用は，大手企業よ

りも中小企業がリードしているか

の観がありますね。もっとも慢性

的人手不足の下で採用戦線では大

手企業が優位，企業が一番欲しが

る若手中堅の労働力は大手企業に
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流れてしまうため，やむをえず高

齢者を活用しているというのが実

際のところだと思います。

　とはいえ，これを逆手に取り，

大手企業の経験豊富な60歳前後

のベテラン社員を対象に積極的に

中途採用活動を進めている中堅企

業があります。筆者の人事コンサ

ルファームの取引先の 1つです

が，この会社の堅調な業績を支え

る貴重な戦力となっています。

　さてこの猶予措置，2013年か

ら2025年まで12年間もかける必

要はあったのでしょうか？　結果

をみて批判するのはアンフェアで

すが，途中で見直しを行い猶予措

置の短縮を図っていれば，今政府

が躍起となって進めようとしてい

る日本の労働市場の改革にも何ら

かの影響を与えられていたのでは

と思ったりもしています。

70歳雇用の中心は継続雇用型

　そして今や最先端は70歳定年。

2021年 4月からの改正法では，

70歳までの雇用確保措置には個

人事業主としての業務請負契約な

どの創業支援が加わり，選択肢が

広がりました。とはいえ，この努

力義務にいち早く踏み切った企業

は全体の 3割（29.7％）程度でし

かありません。70歳までの雇用

が当たり前になるのは，まだまだ

これからといえましょう。また雇

用確保の主流， 8割方は継続雇用

制度となっています。

　この70歳までの雇用，批判的

な論調も目につきます。

　「70歳まで働かされるのか！」

という高齢者層からの嘆きの声。

「これでは課長⇒部長⇒役員に上

がる年齢が引き上げられてしま

う」という若手中堅社員からの悲

観の声も。

 明るさの見られない

高齢者雇用のスキーム

　筆者は実は，何歳まで働けるか

という年齢の議論には関心はあり

ません。何歳までではなく，どん

な仕事をどのくらいの収入で！と

いう議論こそが必要だと思います。

　ここで想起してほしいのは，最

近の最高裁の判例です。乱暴なま

とめ方で申し訳ないですが，長澤

運輸事件では定年前と同じ乗務員

の嘱託再雇用者の 2割程度の年収

ダウンは不合理とならない程度の

均衡待遇と判断されました。名古

屋自動車学校事件では定年前の基

本給の 6割とした再雇用者の基本

給について「違法である」とした

高裁の判断を最高裁は差し戻して

います。司法は高齢者が法の下で

再雇用で雇用確保されても，給与

ダウンは“不合理ではない”とい

う判断を下しています。

　法改正による高齢者の雇用確保

措置の拡大につれ，企業では総額

人件費の増加を抑制するため再雇

用時に定年前の処遇の見直しを行

う枠組みを取り入れました。定年

延長を選択した企業も同様に，定

年延長を導入するタイミングに合

わせて高齢者の給与体系を見直し

ています。海外から批判の的とな

っている役職定年制も日本では広

く活用されています。

　結果としては以下の現状となっ

ています。

　当たり前のように給料が下がり

ます。少子化解消の目途も立たず，

労働市場はますますひっ迫しま

す。しかしながら，企業が高齢者

に対して「どんな仕事をいくらぐ

らいで」という点で納得性のある

回答を用意しなければ，「70歳ま

で働かされる」という嘆きの声に

代表される，明るさも躍動感もな

い高齢者の就労が続くことになり

ます。

　今月の紙幅はここで尽きまし

た。高齢者の雇用のあり方につい

て，次回でも引き続き考えていき

たいと思います。
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